
て施設を管理する。
施策目的・

(2)目的 持管理を行うとともに、より利用しやすい施設運営に努めます。また、近隣センター利用者の利便性を向上 事業目的
展開方向

するために導入した、インターネットによる予約システムを適正に維持管理していきます。
市民の文化拠点及び交流拠点施設として、効果的な運営を図るため、指定管理者による管理運営を行う。 ・年間を通して指定管理者からの報告や履行確認を行う。
我孫子市民プラザの老朽化した空調設備の更新工事を行う。 ３１年４月　　　協定書締結

当該年度   　　６月　　　選考委員会を開催（平成30年度実施報告、履行確認・評価）
執行計画 ３２年２月　　　選考委員会を開催（平成32年度事業計画・承認）

(3)事業内容 内　　容 ・空調設備更新工事
３１年　　　　　空調設備更新工事設計・監理業務委託
有料室の利用件数 想定値 3,300当該年度

単位 件
活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 指定管理者による自主事業や利用者へのアンケート実施、利用者懇談会等により、サービスを向上し稼動率を上げる。 直接 有料室の稼働率を上げる。 % 70 71

平成32年度 指定管理者による自主事業や利用者へのアンケート実施、利用者懇談会等により、サービスを向上し稼動率を上げる。 － 有料室の稼働率を上げる。 % 72

平成33年度 指定管理者による自主事業や利用者へのアンケート実施、利用者懇談会 － 有料室の稼働率を上げる。 % 73
等により、サービスを向上し稼動率を上げる。
ホールの夜間の利用率が低いという課題があったことから、指定管理者と協議の上、夜間の半面利用や夜間の時間帯に自主事業

(7)事業実施上の課題と対応 を実施するなど、対策を工夫しているが、さらなる活用方法について検討が必要である。 代替案検討 ●有 ○無
施設設備の老朽化に伴い、大規模修繕が必要となってきている。

平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

選考委員会報償費 56 選考委員会報償費 28 選考委員会報償費 28 選考委員会報償費 56
共益費 28,707 共益費 28,973 共益費 29,238 共益費 29,238
管理料 34,393 指定管理料 34,009 指定管理料 33,821 指定管理料 33,865
備品修繕費 50 備品修繕費 45 備品修繕費 45 備品修繕費 50
施設修繕費 191 施設修繕費 173 施設修繕費 200 施設修繕費 200
使用料及び賃借料 463 使用料及び賃借料 482 使用料及び賃借料 473 使用料及び賃借料 387
備品購入費 150 備品購入費 212 備品購入費 150 備品購入費 150

実施内容 ＊ 空調設備更新工事設計委託料 1,465 ＊ 空調設備更新工事 19,488

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 64,010 合　　計 65,387 合　　計 83,443 合　　計 63,946
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 64,010 65,387 83,443 63,946

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.4 0.36 0.4 0.4
正職員人件費 3,520 3,168 3,520 3,520

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 67,530 68,555 86,963 67,466
(11)単位費用

22.51千円／件 20.77千円／件
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

指定管理者制度を導入することにより、財政支出の経費削減と良質な公共サービスの提供が図れる。 ○①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる 公の施設であるため □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

■その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
選考委員会の委員については、４名の市民委員に委嘱し、市民からの視点や意見を取り入れている。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 指定管理者が空調の設定温度を定め、さらに省エネに努めて ○①想定どおり
□②生き物と共存している いる。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
70 71 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 ■⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 ■⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 68,555 △1,025
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

△1.52

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 0.1

% 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 175 課コード 0302 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 市民生活部・市民活動支援課

個別事業 市民プラザの施設運営 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.36 人）
(1)事業概要

(当　初) 68,555 千円 (うち人件費 3,168 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 41302 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

まちづくり協議会などのコミュニティ活動を支えるため、近隣センターなどのコミュニティ施設の適切な維 市民の文化の向上及び福祉の増進を図る場とし



既に整備されている近隣センター１１館（我孫子北近隣センターつくし野館含む）及び市民センター２館の
施策目的・

(2)目的 持管理を行うとともに、より利用しやすい施設運営に努めます。また、近隣センター利用者の利便性を向上 事業目的 施設維持管理を行う。
展開方向

するために導入した、インターネットによる予約システムを適正に維持管理していきます。
我孫子市コミュニティ整備計画変更計画書等で整備された施設の利用者が安全・安心、快適に利用できるよ 通常の維持管理のほかに、施設利用者やまちづくり協議会から要望があり、かつ、施設利用に支障のある箇
う、各施設の耐用年数や運用実態を考慮し、維持管理を行う。また、施設利用者やまちづくり協議会からの 所について修繕を行う。
要望を全体最適となるよう整理検討し、これに対応する。 当該年度 〇用地の寄付に伴い、近隣センターふさの風の駐車場として活用するため駐車場用地として整備する。

執行計画 〇根戸近隣センターの老朽化に伴い、外壁及び屋根の修繕を行うため、設計を委託する。
(3)事業内容 内　　容 〇布佐市民センターステーションホールの高圧ケーブルが耐用年数を経過しているため、交換する。また、

波及事故を防ぐために地中線用負荷開閉器の設置工事を行う。
有料室稼働率 想定値 50当該年度

単位 施設
活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 施設の利用者が快適に利用できるよう維持管理を行い、サービスの向上を促し、稼働率を上げる。 直接 有料室稼働率を上げる。 ％ 49 50

平成32年度 施設の利用者が快適に利用できるよう維持管理を行い、サービスの向上を促し、稼働率を上げる。 直接 有料室稼働率を上げる 51

平成33年度 施設の利用者が快適に利用できるよう維持管理を行い、サービスの向上を促し、稼働率を上げる。 直接 有料室稼働率を上げる。 52

施設の老朽化及び耐用年数の経過が進み、施設の大規模修繕が必要となる近隣センターが多いうえ、施設備品についても同様な
(7)事業実施上の課題と対応 傾向にある。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

需用費 30,145 需要費 29,801 需用費 30,000 需用費 30,000
役務費 1,954 役務費 1,994 役務費 2,000 役務費 2,000
委託費 51,284 委託費 53,923 委託費 54,000 委託費 54,000
使用料及び賃借料 24,242 使用料及び賃借料 24,561 使用料及び賃借料 25,000 使用料及び賃借料 25,000
備品購入費 1,300 備品購入費 1,170 備品購入費 1,500 備品購入費 1,500
負担金補助及び交付金（我孫子南近隣Ｃ 29,469 負担金補助及び交付金 27,395 負担金補助及び交付金 30,000 負担金補助及び交付金 30,100
原材料費 50 原材料費 50 原材料費 50 原材料費 50

実施内容 償還金及び割引料 20 償還金及び割引料 10 償還金及び割引料 10 償還金及び割引料 5
管理業務を行う2号嘱託職員0.6人 1,367 管理業務を行う2号嘱託職員0.6人 1,414 管理業務を行う2号嘱託職員0.6人 1,414 管理業務を行う2号嘱託職員0.6人 1,500

(8)施行事項
費　　用 管理業務を行う臨時職員0.6人 1,223 管理業務を行う臨時職員職員0.5人 86 ＊ 根戸近隣センター外部改修工事 28,084

＊ 一般コミュニティ助成事業（９月補正） 2,300 ＊ こもれび危険木伐採業務委託 2,272
＊ 根戸近隣センター外部改修工事に伴う 2,968

設計業務委託
＊ ふさの風駐車場整備工事費 1,021
＊ ふさの風駐車場看板設置 50
＊ 布佐市民センターステーションホール 2,189

受変電設備更新工事
＊ 近隣センターパソコン購入費 965

予算(決算)額 合　　計 143,354 合　　計 149,869 合　　計 172,058 合　　計 144,155
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 90 ％ 2,600 充当率 90 ％ 25,200 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 141,054 126,243 125,832 123,129

その他の財源 □特会 □受益 □基金 ■その他 2,300 □特会 ■受益 □基金 □その他 21,026 □特会 ■受益 □基金 □その他 21,026 □特会 ■受益 □基金 □その他 21,026
換算人数(人) 0.8 1.13 1.1 1.1
正職員人件費 7,040 9,944 9,680 9,680

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 1,367 1,414 1,414 1,500
臨時職員賃金額 1,223 86 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 150,394 159,813 181,738 153,835
(11)単位費用

3,007.88千円／施設 3,196.26千円／施設
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

整備後十数年を経過している施設が多く、老朽化及び耐用年数の経過が進み、利用者からの施設に対する苦情や要望が多 ○①事前確認での想定どおり
く寄せられている。このため、これに対する施設の修繕や備品の買替えが生じているため、早急に対応しなければならな ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ い。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 区域住民で構成されているまちづくり協議会に管理運営を委 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 託している。 ○②当初期待したとおり
●③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 電球を間引き、照明をこまめに消灯し、節電に努めている。 ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
49 50 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 ■⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
■③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 159,813 △9,419
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

△6.26

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 0.03

％ 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 176 課コード 0302 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 市民生活部・市民活動支援課

個別事業 市民・近隣センター等施設維持管理 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 6 人 (換算人数 1.13 人）
(1)事業概要

(当　初) 159,813 千円 (うち人件費 9,944 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 41302 重点なし ●有 ○無 (計画名) 我孫子市コミュニティ整備計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

まちづくり協議会などのコミュニティ活動を支えるため、近隣センターなどのコミュニティ施設の適切な維



などの取り組みの充実を図る。
施策目的・

(2)目的 集会施設の改修・整備への支援を行います。また、自治会やまちづくり協議会がさまざまなコミュニティ活 事業目的
展開方向

動を行えるよう、市のウェブサイトやＳＮＳ等を活用しながら情報提供や相談対応を充実します。
自治会活動助成金 【自治会活動助成金】Ｈ３１年３月末に自治会長へ申請書一式送付。Ｈ３１年４月１日～６月３０日まで受
自治会活動に対し、１世帯３００円の助成金の交付をする。 付予定（未提出自治会には電話、郵送にて再度確認）

当該年度 【自治会支援事業】市所有管理の青山台自治会集会所法面について、適正な管理を行うため草刈り業務を委
執行計画 託する。

(3)事業内容 内　　容

自治会加入世帯数 想定値 42,800当該年度
単位 世帯

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 自治会加入世帯数を増やし、地域の防災･防犯など身近な課題に対応していく。 直接 全世帯のうち自治会加入世帯の割合 % 72 73

平成32年度 自治会活動の充実及び自治会加入促進 － 全世帯のうち自治会加入世帯の割合 % 74

平成33年度 自治会活動の充実及び自治会加入促進 － 全世帯のうち自治会加入世帯の割合 % 75

自治会がより一層地域のさまざまな課題解決に取り組むことができるように助成金を有効かつ効果的に活用できるように検討す
(7)事業実施上の課題と対応 る必要がある。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

活動助成金 12,780 活動助成金 12,840 活動助成金 12,840 活動助成金 12,840
消耗品費 19 消耗品費 18 消耗品費 18 消耗品費 18

＊ 委託料（草刈委託料） 288 ＊ 委託料（草刈委託料） 151 委託料（草刈委託料） 151 委託料（草刈委託料） 151
旅費 2 旅費 2 旅費 2 旅費 2
調整業務を行う２号嘱託職員0.19人 475 調整業務を行う２号嘱託職員0.19人 484 調整業務を行う２号嘱託職員0.19人 484 調整業務を行う２号嘱託職員0.19人 484
調整業務を行う２号嘱託職員0.19人 475 調整業務を行う２号嘱託職員0.19人 484 調整業務を行う２号嘱託職員0.19人 484 調整業務を行う２号嘱託職員0.19人 484

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 14,039 合　　計 13,979 合　　計 13,979 合　　計 13,979
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 13,989 13,929 13,979 13,979

その他の財源 □特会 ■受益 □基金 □その他 50 □特会 ■受益 □基金 □その他 50 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.3 0.3 0.3 0
正職員人件費 2,640 2,640 2,640 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 950 968 950 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 16,679 16,619 16,619 13,979
(11)単位費用

0.39千円／世帯 0.39千円／世帯
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

地域住民相互のふれあいを促進し、地域のまちづくりや身近な環境改善活動を自主的に行う自治会などの組織に対し、市 ○①事前確認での想定どおり
が支援していくことが必要である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
市民参加や協働を行う事業ではない。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
該当なし。

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
72 73 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 16,619 60
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

0.36

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 0.44

% 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 179 課コード 0302 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 市民生活部・市民活動支援課

個別事業 自治会活動助成事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.3 人）
(1)事業概要

(当　初) 16,619 千円 (うち人件費 2,640 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 41301 重点２ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

地域のさまざまな課題に地域住民が協力して取り組み、住みよい環境づくりができるよう、自治会の活動や 自治会の地域住民相互の交流・親睦や地域の課題解決



活動拠点を整備するため、自治会集会施設の修繕や整備に対し支援する
施策目的・

(2)目的 集会施設の改修・整備への支援を行います。また、自治会やまちづくり協議会がさまざまなコミュニティ活 事業目的 。
展開方向

動を行えるよう、市のウェブサイトやＳＮＳ等を活用しながら情報提供や相談対応を充実します。
自治会集会所整備事業等補助金交付要綱に基づき、自治会から申請された集会施設の新設、増築若しくは修 自治会から事前に協議が出された新築事業、借地・借家事業に対し補助金として交付する。
繕又は集会施設を設置するための借家若しくは集会所用地を確保するための借地に対し補助金を交付する。 【並木八丁目自治会集会所新築事業】
【補助内容】（次の金額を上限とし、補助対象経費の１０分の７を補助する） 当該年度
・新築事業１５，０００千円 執行計画

(3)事業内容 内　　容 ・増改築事業５，０００千円
・修繕事業２，０００千円
・借家事業１００千円／月 補助金の交付件数 想定値 20当該年度
・借地事業２００千円／年 単位 件

活動結果指標 実績値なお、湖北地区については、湖北区域における集会施設の整備方針に基づき予算化していく。

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 補助金交付対象に補助金を交付し、施設等の活動拠点の整備を支援する。 直接 補助金申請の交付率 % 0 100

平成32年度 補助金交付対象に補助金を交付し、施設等の活動拠点の整備を支援する。 直接 補助金申請の交付率 % 100

平成33年度 補助金交付対象に補助金を交付し、施設等の活動拠点の整備を支援する。 直接 補助金申請の交付率 % 100

年数の経過による施設の老朽化が進み、施設の修繕、空調機器や備品などの買い替えが生じ、自治会からの申請件数も増加して
(7)事業実施上の課題と対応 おり、今後多額の経費が係る見込みである。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

集会所整備事業等補助金（借地借家） 6,204 集会所整備事業等補助（借地借家） 6,830 集会所事業等補助金（借地借家） 6,830 集会所事業等補助金（借地借家） 6,830
＊ 集会所整備事業等補助（新築）並木８ 13,560 調整業務を行う２号嘱託職員0.18人 459 調整業務を行う２号嘱託職員0.18人 459

＊ 集会所整備事業等補助金（修繕）菱田 640 丁目自治会 調整業務を行う２号嘱託職員0.18人 459 調整業務を行う２号嘱託職員0.18人 459
調整業務を行う２号嘱託職員0.18人 459
調整業務を行う２号嘱託職員0.18人 459

実施内容 調整業務を行う２号嘱託職員0.18人 450
調整業務を行う２号嘱託職員0.18人 450

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 7,744 合　　計 21,308 合　　計 7,748 合　　計 7,748
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 7,744 21,308 7,748 7,748

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.3 0.3 0.3 0
正職員人件費 2,640 2,640 2,640 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 900 918 900 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 10,384 23,948 10,388 7,748
(11)単位費用

519.2千円／件 1,197.4千円／件
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

身近な活動拠点を整備するため、自治会集会所整備事業等補助金交付要綱に基づき、自治会活動の支援として集会施設の ○①事前確認での想定どおり
新築、老朽化した施設に対する修繕、施設の借家、借地などに対し補助を行なう必要がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
市民参加や協働を行う事業ではない。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
該当なし。

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 100 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 23,948 △13,564
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

△130.62

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 0.42

% 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 180 課コード 0302 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 市民生活部・市民活動支援課

個別事業 自治会集会所整備事業等補助金の交付 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.3 人）
(1)事業概要

(当　初) 23,948 千円 (うち人件費 2,640 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 41301 重点２ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

地域のさまざまな課題に地域住民が協力して取り組み、住みよい環境づくりができるよう、自治会の活動や 地域の活動や交流を促進し、身近な



り協 市民が現役世代に培った経験やスキルをまちづくりに活かし充実したセカンドライフを過ごせるよう、市民
施策目的・

(2)目的 議会、自治会などのさまざまな組織や多世代が交流できる場や機会を充実するとともに、さまざまな活動や 事業目的 団体等とのマッチング機会を設けて市民公益活動等への参画を促し、市民の力をまちづくりに活かしつつ、
展開方向

団体の情報を提供します。 参加者の健康寿命延伸を目指す。
〇　イベント「市民のチカラまつり」の実施 ４月　参加団体の募集、企画案の検討、関係機関等との調整
　市民と市民団体等とが交流できる企画や講演会などを実施する。 ５月～８月　実施に向けた準備・ＰＲ
〇　若い世代が市民公益活動に関わるきっかけづくり 当該年度 ９月　市民のチカラまつりの開催
〇　市内の学校との連携　 執行計画 ４月～３月　我孫子市市民公益活動支援指針の見直しのための基礎資料の作成

(3)事業内容 内　　容 〇　平成32年度に「我孫子市市民公益活動支援指針」の見直しを行う。

イベントへの来訪者数 想定値 2,500当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 まちづくり活動に参加する人の数を増やす 直接 担い手対策事業を通して活動を始めた人の人数 人 0 10

平成32年度 まちづくり活動に参加する人の数を増やす 直接 担い手対策事業を通して活動を始めた人の人数 人 20

平成33年度 まちづくり活動に参加する人の数を増やす 直接 担い手対策事業を通して活動を始めた人の人数 人 30

あびこ市民活動ステーション指定管理者が行うイベント（市民のチカラまつり）を、学生など若い世代に市民公益活動へ参加を
(7)事業実施上の課題と対応 促すために、効果的なアプローチ手法を検討する。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

消耗品費（ＰＲチラシ、資料等） 8 消耗品費（ＰＲチラシ、資料等） 8 消耗品費（ＰＲチラシ、資料等） 8 消耗品費（ＰＲチラシ、資料等） 8
印刷製本費 15 調整業務を行う２号嘱託職員0.26人 663 調整業務を行う２号嘱託職員0.26人 663 調整業務を行う２号嘱託職員0.26人 663
調整業務を行う２号嘱託職員0.26人 675 調整業務を行う２号嘱託職員0.26人 663 調整業務を行う２号嘱託職員0.26人 663 調整業務を行う２号嘱託職員0.26人 663
調整業務を行う２号嘱託職員0.26人 675 普通旅費 6 普通旅費 6 普通旅費 6
普通旅費 11 研修旅費 11 研修旅費 11 研修旅費 11
研修旅費 15 研修負担金 20 研修負担金 20 研修負担金 20
研修負担金 36 ＊ 通信運搬費 394 ＊ 市民活動支援指針改定 0

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 1,435 合　　計 1,765 合　　計 1,371 合　　計 1,371
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 1,435 1,765 1,371 1,371

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.35 0.35 0.35 0
正職員人件費 3,080 3,080 3,080 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 1,350 1,326 1,350 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 4,515 4,845 4,451 1,371
(11)単位費用

1.81千円／人 1.94千円／人
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

高齢社会を迎える中、シニア世代がやりがいのある生活を過ごし、健康に過ごせる期間を伸ばすことが求められている。 ○①事前確認での想定どおり
また、地域の活力を維持していくためには、自ら地域の課題解決を図り、まちづくりに関わる人材を増やす必要がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 市内の市民活動団体にとっては、活動の担い手の確保が一層重要な課題となっており、市としてもシニア世代から若い世 ○要
   背景は？(事業の必要性) 代まで幅広い年代で、まちづくりへの参画する人を増やす取り組みが求められている。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り イベントの企画、準備、運営については指定管理者を中心に ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 、市民活動団体と市が意見交換しながら実施している。 ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
●⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 準備段階ではメールを活用し、紙の使用量を削減している。 ○①想定どおり
□②生き物と共存している また、会議や打合せは必要最小限にし、全体の省力化を図っ ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している ている。

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 10 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 4,845 △330
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

△7.31

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 0.21

人 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 161 課コード 0302 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 市民生活部・市民活動支援課

個別事業 市民公益活動の担い手を増やすための取組 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成26年度 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.35 人）
(1)事業概要

(当　初) 4,845 千円 (うち人件費 3,080 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 41101 重点２ ○有 ●無 (計画名) 市民公益活動支援指針

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市民相互の交流を活発にして、市民がまちづくり活動に参加していけるよう、市民活動団体やまちづく


